
計 算 書 類

第２期

アサヒプリテック株式会社

自  2023年 ４ 月 １ 日

至  2024年 ３ 月 31日



（単位：百万円）

資　産　の　部 負　債　の　部

流　動　資　産 48,866 流　動　負　債 37,621

現 金 及 び 預 金 1,153 買 掛 金 3,889

売 掛 金 28,230 前 受 金 27,537

仕 掛 品 251 未 払 金 1,420

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 184 預 り 金 2,085

前 渡 金 13,175 未 払 法 人 税 等 1,301

前 払 費 用 207 未 払 費 用 110

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 6,077 賞 与 引 当 金 273

そ の 他 235 役 員 賞 与 引 当 金 1

貸 倒 引 当 金 △ 649 株 式 給 付 引 当 金 403

固　定　資　産 7,301 そ の 他 598

　有形固定資産 4,574 37,621

建 物 203 純　資　産　の　部

構 築 物 180 株　主　資　本 18,546

機 械 装 置 879 　資　本　金 110

車 両 運 搬 具 4 　資本剰余金 1,404

工 具 器 具 備 品 141 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,404

土 地 758 　利益剰余金 17,032

建 設 仮 勘 定 2,405 そ の 他 利 益 剰 余 金 17,032

　無形固定資産 1,265 17,032

ソ フ ト ウ ェ ア 1,171

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 93

　投資その他の資産 1,461

子 会 社 株 式 1,092

出 資 金 0

差 入 保 証 金 13

繰 延 税 金 資 産 350

そ の 他 5 18,546

56,168 56,168

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債純資産合計

貸借対照表
（2024年3月31日現在）

科          目 金        額 科          目 金        額

繰 越 利 益 剰 余 金

負　債　合　計



（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 7,612 百万円

2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 199 百万円

短期金銭債務 2,886 百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 7 百万円

仕入高 2,541 百万円

営業取引以外の取引による取引高 1,055 百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

株式数(株) 增加株式数(株) 減少株式数(株) 株式数(株)

発行済株式

普通株式 1,000                       -                            -                            1,000                       

合計 1,000                       -                            -                            1,000                       

2．配当に関する事項

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの（予定）

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2024年6月18日
株主総会

普通株式 7,600百万円 利益剰余金 7,600,000円00銭 2024年3月31日 2024年7月31日

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 18,546,768円92銭

１株当たり当期純利益 7,690,078円29銭

 

（重要な後発事象に関する注記）

　 該当事項はありません。



（単位：百万円）

売上高 285,164

売上原価 276,067

売上総利益 9,097

販売費及び一般管理費 3,146

営業利益 5,950

営業外収益

受取利息及び配当金 435

業務委託収入 137

その他 37 610

営業外費用

支払利息 67

為替差損 8

貸倒引当金繰入額 266

その他 36 379

経常利益 6,182

特別利益

固定資産売却益 0

債務免除益 3,406 3,406

特別損失

固定資産除売却損 6 6

税引前当期純利益 9,583

法人税、住民税及び事業税 2,010

法人税等調整額 △ 117 1,893

当期純利益 7,690

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

損    益    計    算    書

（自2023年４月1日　至2024年３月31日）

金          額科            目



（単位：百万円)

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

2023年４月１日　期首残高 10                        -                        △ 0 9                          9                          

事業年度中の変動額

会社分割による増加 -                        1,504                    9,342                    10,846                   10,846                   

増資 100                       △ 100 -                        -                        -                        

当期純利益 -                        -                        7,690                    7,690                    7,690                    

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） -                        -                        -                        -                        -                        

事業年度中の変動額合計 100                       1,404                    17,032                   18,536                   18,536                   

2024年３月31日　期末残高 110                       1,404                    17,032                   18,546                   18,546                   

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書
（自2023年４月1日　至2024年３月31日）

純資産合計

株主資本

資本金
株主資本

合計その他資本剰余金



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

子会社株式 ： 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外 ： 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

のもの は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 ： 移動平均法による原価法

(2)棚卸資産

製品・仕掛品・原材料 ： 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

 有形固定資産（リース資産を除く） ： 定額法

取得価額が100千円以上200千円未満の資産については、３年均等償却

無形固定資産 ： 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年以内)に基づく

定額法によっております。

リース資産 ： 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金 ： 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

賞与引当金 ： 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

役員賞与引当金 ： 役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

株式給付引当金 ： 株式交付規程に基づく当社従業員への親会社株式の交付に備えるため、当事業年度末におけ

る株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

  当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点

  （収益を認識する通常の時点）は以下の通りです。

　貴金属事業においては、主に貴金属地金の販売を行っております。これらの製品販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に

　対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。収益は顧客との契約において

　約束された対価から、値引き、リベート及び返品等を控除した金額で測定しております。当社は、履行義務を充足した時点から主として１年

　以内に顧客から対価の支払いを受けております。なお、重要な金融要素は含んでおりません。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①外貨建の資産及び負債の本邦通貨へ ： 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理

　の換算基準 しております。

②法人税及び地方法人税の会計処理又は ： 当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合

　これらに関する税効果会計の会計処理 の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務経験対応報告第42号　2021年8月12日）に従っ

て、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示

を行っております。

個別注記表


